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 (様式２)  

公共事業事前評価調書（案） 

事 
 

業 
 

概 
 

要

事 業 名 
【都整－１】 

市道環状４号線交差点改良事業 

場  所 

(所在地) 

目黒交番前交差点 

（瀬谷区瀬谷町 7449 番地先～瀬谷区北町 22 番地先） 

事業目的 

市道環状４号線と市道五貫目第 33 号線（八王子街道）が交差する

目黒交番前交差点は、首都圏渋滞ボトルネック対策協議会が特定する

「主要渋滞箇所」に位置付けられており、本市としても課題の交差点

と認識しています。別紙１参照 

また、旧上瀬谷通信施設地区では「郊外部の新たな活性化拠点の形

成」に向けて、令和５年９月に観光・賑わい地区におけるテーマパー

クを核とした複合的な集客施設の立地に向けた事業予定者が公募に

よって決定されました。さらに当地区の一部を会場として 2027 年国

際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）が開催されるなど、当地区には今

後来街者が多くなることが見込まれており、来街者が円滑にアクセス

できる環境を整えることが極めて重要です。 

そこで、当地区にアクセスする自動車交通のうち、主に東名高速道

路や保土ケ谷バイパス、国道 246 号といった当交差点の北側からの南

北の交通円滑性を確保することを目的として、重要な交差点である目

黒交番前交差点を改良します。 

市道五貫目第 33 号線 
(八王子街道)

市道環状４号線 

事業箇所 
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事業内容 

目黒交番前交差点の立体交差化 別紙２参照 

（環状４号線の車道４車線のうち、第二通行帯２車線を高架化） 

【事業延長】600ｍ 

【道路幅員】25～31ｍ（車道４車線、両側歩道あり） 

【高架部延長】526ｍ 

（橋梁部 256ｍ、アプローチ部 143ｍ・127ｍ） 

【高架部幅員】8.5ｍ（車道２車線） 

事  業 

スケジュール

令和５年度から令和８年度までを予定 

令和５年度～ 詳細設計 

令和６年度～ 工事着手 

令和８年度  事業完了 

※令和９年３月の GREEN×EXPO 2027 開幕までに完成予定です。

総事業費 

約 31 億円（国費：16 億円、市費：15 億円を予定） 

設計測量費 １億円 

工事費 30 億円 

※今後の検討状況により変更となることがあります。

事 業 の 

必 要 性 

＜必要性・優先度＞ 

当交差点は、南北の環状４号線と東西の市道五貫目第 33 号線（八

王子街道）が交差しており、現在約４万台／日の交通量による慢性的

な渋滞が起きていることから、首都圏渋滞ボトルネック対策協議会が

特定する「主要渋滞箇所」に位置付けられています。 

旧上瀬谷通信施設地区の土地利用転換や GREEN×EXPO 2027 の開催

に伴ってさらに増加が予想される交通量に対応するため、当交差点の

整備による周辺道路の混雑緩和が期待されており、土地利用に合わせ

た整備が求められています。 

＜社会経済情勢＞ 

旧上瀬谷通信施設地区は平成 27 年６月に返還された米軍施設の跡

地で、令和２年３月に土地利用基本計画が策定され、令和４年 10 月

に土地区画整理事業が事業計画決定されました。さらに、令和５年９

月には観光・賑わい地区におけるテーマパークを核とした複合的な集

客施設の立地に向けた事業予定者が公募によって決定され、令和５年

12 月には仮換地の指定が行われるなど、「郊外部の新たな活性化拠点

の形成」をテーマとしたまちづくりが進められています。 
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また、当地区及び周辺においては、GREEN×EXPO 2027 の成功に向け

て、旧上瀬谷通信施設の基盤や公園整備をはじめ、会場までの交通輸

送アクセス、水道や下水道などのライフライン、再生可能エネルギー

利活用などの都市基盤整備など、様々な取組が進められています。 

＜上位計画における位置付け等＞ 

横浜市中期計画（2022-2025） 

2040年頃の「横浜市のありたい姿」に向けた10年程度の戦略と、４

年間に重点的に取り組む政策を掲載。別紙３参照 

戦略５『新たな価値を創造し続ける郊外部のまちづくり』 

・政策 26-５ 郊外部における新たな活性化拠点の形成

・政策 26-６ 国際園芸博覧会の開催に向けた取組の推進

戦略９『市民生活と経済活動を支える都市づくり』 

・政策 36 交通ネットワークの充実

事業の効果 

（費用便益分析等） 

＜費用便益分析＞ 

国土交通省の「費用便益分析マニュアル」（令和４年２月）に基づき、

B/C を算出しています。 

総便益（B）  206 億円 

総費用（C） 31 億円 

費用便益比（B/C）：標準値 6.6 

※便益については、走行時間の短縮、走行経費の減少、交通事故の

減少を対象としています。

※費用については、道路整備に要する工事費、補償費、間接経費等

を計上しています。

＜定性的事項＞ 

・主要渋滞箇所に位置付けられている目黒交番前交差点を立体交差化

することにより、交差点への負荷が軽減され、現状の混雑緩和及び

瀬谷区北部の道路ネットワーク強化に寄与します。 

・将来の新たな土地利用による交通需要の増加に対応し、自動車によ

る円滑な交通アクセスを確保します。

・GREEN×EXPO2027 における輸送アクセスの主要な手段である、シャ

トルバスの定時性の確保や速達性の向上に寄与します。

・第２次緊急輸送路に指定されている環状４号線と八王子街道の交差

点を立体化することで発災時の通行機能の確保に寄与し、旧上瀬谷

通信施設地区内に位置付けられている「災害時における広域的な防

災拠点」の機能強化が図られます。 



4 

＜コスト縮減の取組＞ 

・道路舗装、構造物の構造等について、維持修繕が容易な構造とし、

維持管理コストの縮減を図ります。特に、橋梁部における耐候性鋼

材の採用により、橋桁や橋脚の塗装が不要となるため、維持管理の

省力化が図られます。

・建設発生土の工事間流用による運搬費・残土処分費の縮減や、再生

材の使用によるコストの縮減を図ります。

環境への配慮 

・自動車の加速・減速回数やアイドリング時間が減少することで、騒

音と排気ガスが低減されます。

・擁壁部における軽量盛土工法の採用により、重機の使用回数低減や

交通規制を伴う工事期間の短縮に努めます。

・道路照明器具等は最新の省エネルギー型機器の採用に努め、環境負

荷の低減に配慮した設計とします。

・建設発生土やコンクリート塊など建設副産物の有効活用に努めま

す。

・工事の発注にあたっては総合評価落札方式を予定しており、評価項

目に Y-SDGｓへの認証状況の選択を検討します。

地域の状況等 

事業の実施にあたっては、周辺地域の方々を対象に説明会等を実施

しながら進めます。 

令和５年 11 月には交差点改良事業について事業説明会を実施して

おり、令和６年度には工事説明会を予定しています。 

事業手法 公共発注方式（総合評価落札方式） 

添付資料 

別紙１ 主要渋滞箇所（神奈川県北部） 

別紙２ イメージパース 

別紙３ 横浜市中期計画 2022-2025（抜粋） 

担当部署 都市整備局上瀬谷整備推進部上瀬谷交通整備課 (℡045-671-4607) 
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主 な 内 容

■ 生活や経済を支える交通ネットワーク
◇ 広域的な道路ネットワーク形成

圏央道の一部を構成する横浜環状南線・横浜湘南道路の開通に向け整備を推進し、広域的な道
路ネットワークの形成を図ります。また、国の社会資本整備審議会を踏まえ、ETC専用化等によ
る機動的な料金施策の実現や、高速道路の維持管理・更新等の検討を促進します。

◇ 市内道路ネットワーク形成

都市の骨格となる都市計画道路を整備し、体系的な道路ネットワークを形成します。また、道
路と鉄道の連続立体交差化（相模鉄道本線鶴ケ峰駅付近）による踏切除却、地域の分断解消に取
り組みます。

◇ 充実した鉄道ネットワークの構築

鉄道ネットワークの利便性・速達性や沿線地域の活性化向上に向けて、神奈川東部方面線（相
鉄・東急直通線）の整備や、高速鉄道３号線の延伸（あざみ野から新百合ヶ丘まで）を着実に推進
するとともに、国の交通政策審議会を踏まえ、横浜環状鉄道の新設など本市の鉄道構想路線につ
いて検討を進めます。

■ 公共施設の保全更新
◇ 公共施設（都市インフラ※１、公共建築物※２）におけるサービス水準の維持・向上

着実な保全や長寿命化による将来を見通した計画的な更新を推進するとともに、デジタル技術
を活用し、社会環境の変化に応じたサービスを提供します。

◇ 公共建築物の戦略的な再編整備の推進

将来の人口や財政の規模等を見据え、施設規模や配置の最適化、多目的化・複合化、実施時期
の中長期的な平準化など、計画的な再編整備・リノベーション等を進めます。

◇ 建設業等における働き方改革と生産性の向上の取組の推進

建設業等の働き方改革に向けて、週休２日や施工時期の平準化等を推進するとともに、生産性
向上のために、BIM／CIM※3の活用やi-Construction※4の促進に取り組みます。

■ 国際競争力のある港の実現
◇ 物流機能の強化

　「国際コンテナ戦略港湾」として、急速に進展する船舶の大型化に対応し、基幹航路の維持・拡
大を図るため、ふ頭機能の再編・強化を進めるとともに、港湾のデジタル化による効率性・生産
性の向上に取り組みます。

◇ クルーズ船の受入と環境整備

観光により市内経済を活性化するため、安全・安心なクルーズ船の受入れを行うとともに、み
なとみらい２１地区等において、回遊性向上やにぎわい施設の改修等に取り組みます。

◇ カーボンニュートラルポートの形成

臨海部の脱炭素化に向け、水素等の輸入拠点化や供給インフラの整備、船舶への陸上電力供給
等の検討を進めます。また、豊かな海づくり事業として、生物共生型護岸の整備、CO₂を吸収す
るブルーカーボンとしての機能も担う藻場・浅場の形成などに取り組みます。

戦略９  『市民生活と経済活動を支える都市づくり』

方向性 道路や鉄道等の交通ネットワークや国際競争力のある港などの整備を推
進し、横浜経済の更なる発展と国内外からの人・投資を呼び込みます。

また、市民生活の安全と利便性、企業活動の維持に直結する公共施設の
保全更新を計画的かつ効果的に進め、都市機能の強化を実現します。

※１ 都市インフラ：道路、河川施設、公園、上下水道施設、ごみ処理施設、港湾施設、市営地下鉄等
※２ 公共建築物：市民利用施設、社会福祉施設、学校施設、市営住宅等
※３ BIM／CIM ：3次元モデルの導入により、事業全体の情報共有を容易にし、効率化・高度化を図る取組
※４ i-Construction：ICTの導入により、建設生産システムの生産性向上を図り、魅力ある建設現場を目指す取組

焼却工場（金沢工場） 市場小学校 すすき野地域ケアプラザ

【出典】横浜市公共建築物マネジメント白書公共施設の保全更新（橫浜市の保有施設から）
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関係する政策

政策36 交通ネットワークの充実
政策37 国際競争力のある総合港湾づくり
政策38 公共施設の計画的・効果的な保全更新

関連データ

●道路
横浜湘南道路※

横浜環状南線※

※ 開通時期については、事業者（国土交通省及び東日本高速道路株式会社）により検討中
●鉄道
【令和４年度】神奈川東部方面線（相鉄・東急直通線）
【令和９年度】リニア中央新幹線（品川～名古屋）
【令和12年】高速鉄道３号線の延伸（開業目標）※

※交通政策審議会答申の目標年次
●港湾 
【令和９年度以降】新本牧ふ頭

交通ネットワークの変化
今後、道路や鉄道など地域をつなぐ交通ネットワークの整備
や港湾施設の強化が予定されている。

関連データ 整備後50年以上経過する施設の割合
人口急増期に集中して整備した都市インフラや公共建築物が
整備後50年以上を経過する割合が増加している。
今後、老朽化が進行するとともに、適切な保全更新や大量
の建替えの必要性が生じる。

中央新幹線

構想中（新たな交通）

事業中（自動車専用道路）

供用中（自動車専用道路）

構想中（自動車専用道路）

事業中（鉄道）

供用中（鉄道）

東海道新幹線

計画路線（鉄道）

11.2%

10.4%

26.6%

33.9%

6.1%

0.0%

14.8%

14.6%

8.3%

37.2%

33.2%

50.0%

41.5%

26.0%

21.5%

69.7%

35.9%

20.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

公園（2,699園）

下水道管（11,934km）

道路橋りょう（1,710橋）

港湾護岸（10.4km）

水道管（9,323km）

市営地下鉄（53.4km）

学校（364万㎡）

市営住宅（180万㎡）

※2030年度の数値は、2020年度末の施設を更新・建替えをせずに使用し続けた場合の試算値
但し、学校、市営住宅、市民利用施設等（一般会計）のデータは、2017年度末のデータを使用

市民利用施設等
【一般会計】（290万㎡）

2020年50年以上経過

2030年50年以上経過

【出典】横浜市財政局

神奈川東部方面線
（相鉄・東急直通線）

横浜湘南道路

横浜環状南線

高速鉄道３号線の延伸

新たな交通

八王子

相模原

町田

川崎

武蔵小杉

大和大和

海老名海老名
厚木厚木

平塚平塚 茅ヶ崎茅ヶ崎 藤沢藤沢

鎌倉鎌倉

逗子逗子

横須賀

港北NTセンター

戸塚戸塚

瀬谷瀬谷

あざみ野

新百合ヶ丘

新綱島

東京湾内

国際空港への
アクセス強化

国際主要都市
や世界各地へ

国際空港への
アクセス強化

国際主要都市
や世界各地へ

南本牧ふ頭

新本牧ふ頭

コンテナ
取扱機能強化

クルーズ客船受入機能強化

自動車取扱機能強化

上大岡

二俣川

鶴ヶ峰

羽沢横浜国大

横浜環状鉄道
の新設

中山

元町・中華街

東海
道新
幹線

横浜

鶴見
横浜環状鉄道
の新設

東海道貨物支線
の貨客併用化

東東
道新道新新
幹新幹道新
幹線新幹
線幹新幹

海道
新道新
幹新幹
線幹線

谷谷谷谷

小杉小小杉小蔵小小蔵小蔵小小小蔵 杉杉杉杉蔵小蔵小小杉

西谷

日吉

新横浜

【出典】横浜市政策局
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政 策 の 目 標 現 状 と 課 題政策36

関 係 す る SDGs の 取 組

道路：市内の主要渋滞箇所数

直 近 の 現 状 値 目 標 値

129箇所 減少
（おおむね10年で２割削減）

鉄道：鉄道整備による効果
（相鉄・東急直通線開業による二俣川駅-目黒駅の所要時間）

直 近 の 現 状 値 目 標 値

約54分 約38分

政 策 指 標

横浜環状道路等の整備により広域的な道路ネットワークを形成するとともに、
都市計画道路の整備、連続立体交差事業を推進し、道路の安全性向上や緊急輸
送路の確保、横浜港の国際競争力の強化、渋滞緩和などを図ることで、市民生
活や横浜経済を支える道路ネットワークの形成が進んでいます。

市民生活や企業活動の活性化に向けて、まちづくりと一体となった鉄道ネット
ワークの構築を進めることで、市内外への移動の円滑化や利便性の向上が図ら
れています。

● 横浜北線、横浜北西線の開通により、横浜港と東名高速道路とのアクセ
ス性が大幅に向上しました。引き続き、横浜環状南線、横浜湘南道路の
整備による広域的な道路ネットワークの強化が必要です。

● 都市計画道路の整備率は指定都市の中で最低の水準にあり、慢性的な道
路渋滞をもたらす要因になるなど質・量ともに不十分な状況です。市民
生活の利便性向上には、引き続き、都市計画道路の整備を行い、市内道
路ネットワークの形成を進める必要があります。

● 星川駅から天王町駅間連続立体交差事業の完了により、地域の安全性向
上と交通渋滞の解消が実現しました。市内には課題のある踏切が多くあ
るため、引き続き、多数の踏切を一挙に除却できる連続立体交差化を進
める必要があります。

● 鉄道ネットワークの構築に伴う利便性等の向上により、市民生活や企業活
動の活性化に寄与してきました。引き続き、神奈川東部方面線の整備（相
鉄・東急直通線）、高速鉄道３号線の延伸（あざみ野から新百合ヶ丘まで）
等を着実に進めるとともに、人の流れや企業立地の変化、まちづくりの状
況などを踏まえ、将来の鉄道ネットワークの充実に向けた検討も必要です。

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
充
実

【出典】 第25回神奈川県移動性（モビリティ）向上
委員会資料を基に横浜市道路局が作成

市内の主要渋滞箇所（令和３年度129箇所）横浜環状南線・横浜湘南道路の開通効果

【出典】よこかんみなみHP（東日本高速道路㈱）

拠点間アクセスの強化

約20分短縮（乗換なし）
新百合ヶ丘～あざみ野の所要時間
現状

（路線バス）
延伸すると
（地下鉄）

新百合ヶ丘～あざみ野

0 10 20 30（分）

約20分短縮約10分

新幹線アクセスの強化

約8分短縮（乗換なし）
新百合ヶ丘～新横浜の所要時間

現状

延伸
すると

新百合ヶ丘～新横浜

0 10 20 30 40（分）

約8分短縮

約35分

乗換なし 約27分

約30分JR橫浜線町田
乗換

小田
急線

高速鉄道３号線の延伸による整備効果

【出典】横浜市都市整備局
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政策 36｜ 交通ネットワークの充実

戦
略
９
・
政
策

◉主な施策

1 横浜環状道路等の整備推進 主管局 道路局
施
策
指
標

横浜環状南線・横浜湘南道路の事業進捗

横浜港の国際競争力の強化、横浜経済の活性化、市民生活の利便性向上などを図るため、圏央道の西側区間で唯一
未開通となっている横浜環状南線・横浜湘南道路及びアクセス道路の整備を推進します。

直近の現状値 目標値

事業中 事業中※

※開通時期については、事業者（国土交通省及び東日本高速道路株式会社）により検討中 

2 都市計画道路の整備 主管局 道路局
施
策
指
標

都市計画道路の整備済延長

市民生活の安全・安心に加え、利便性向上や横浜経済を支えるため、都市計画道路等の事業中路線の整備を推進する
とともに、未着手の路線についても事業化に向けた検討を進めます。

直近の現状値 目標値

事業中 ５km

3 連続立体交差事業の推進 主管局 道路局
施
策
指
標

鶴ヶ峰駅付近連続立体交差事業の事業進捗（令和15年度完成予定）

踏切除却による道路交通の円滑化、緊急活動の阻害解消による地域の安全性の向上、まちの分断解消による地域の活
性化等を図るため、相模鉄道本線（鶴ヶ峰駅付近）連続立体交差事業を推進します。

直近の現状値 目標値

都市計画決定 工事推進中

4 鉄道ネットワークの整備推進等 主管局 都市整備局、交通局

施
策
指
標

①神奈川東部方面線の整備
② 高速鉄道３号線の延伸の事業進捗（令和12年開業目標（交通政策審
議会答申の目標年次))

横浜西部と東京都心方面の直結により、速達性・利便性の向上や新横浜都心の機能強化等を図るために、令和５年３月
の開業に向けて神奈川東部方面線の整備（相鉄・東急直通線）を推進します。横浜と川崎市北部を結ぶ新たな都市軸の形
成、新横浜駅へのアクセス強化、沿線地域の活性化等を目指し、高速鉄道３号線の延伸（あざみ野から新百合ヶ丘まで）
を着実に推進するとともに、交通政策審議会の答申等を踏まえ、横浜環状鉄道の新設等の検討を進めます。また、グリ
ーンラインの６両化を進め令和６年度までに段階的に10編成を導入します。

直近の現状値 目標値

①工事中
②推進

①開業（令和５年３月）
②推進
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